
 
 

 投資育成セミナー  
  

会社で発生している物流コストの約 6 割が輸送コストです。 

このコスト次第で会社の利益も変わりますので、輸送改善のた

めには、輸送コスト、輸送能力、輸送条件を的確にマネジメント

することが重要です。今回のセミナーでは輸送を取り巻く環境、

輸送事業者の選定から輸送価格の決め方、輸送改善方策の

立案と実行のポイントを、物流コスト削減の視点から、輸送改善

コンサルタントの仙石 惠一様よりお話いただきます。 

経営者、経営幹部の方々をはじめ、ビジネスパーソンの皆様

のご参加をお待しております。   

記   
【日 時】２０１９年１１月２１日（木）1５:００～１７：００(受付開始１

４：３０) 
 

【講 師】 仙石 惠一 氏 

Kein 物流改善研究所 代表 
 

【プロフィール】  

１９６０年 ２月 東京新橋生まれ 

１９８２年 ３月 慶応義塾大学経済学部卒業 

１９８２年 ４月 日産自動車株式会社入社 生産管理、物流管理、購買管理に携わる。 

２００１年 ４月 ルノー・日産共同購買会社出向  Renault Nissan Purchasing Organization DGM 

 仏ルノー社と連携し、サービス（物流および部品以外の購入品）購買業務に携わる。 

２００５年 ４月 東風日産乗用車公司（中国、広州市）出向 サービスサポート購買部 副部長 

２００８年 ４月 ユニプレス株式会社出向 総務部長などの要職を歴任 

２０１３年 ４月 Kein 物流改善研究所設立 

 今までの IE、物流管理、生産管理、購買管理等の経験を活かし、真のサプライチェーン構築を支援するた

めに活動を開始。生産・物流改革コンサルティング、講演、執筆活動を実施。 

 

【内 容】 

１．最近の輸送環境 

２．輸送事業者選定のポイント 

３．輸送効率化のポイント 

４．ジャストインタイムと輸送コスト削減のウルトラ C“引き取りに行く物流”ほか  

５．まとめ 

 



 
 
【定 員】 100名    【受講料】 無料  

【会 場】投資育成ビル８階ホール（渋谷区渋谷３－２９－２２） 

      ＪＲ渋谷駅の埼京線ホームから新南口改札を出て、右へ２軒目のビル 

地図 https://www.sbic.co.jp/company/access/ 

【申込締切】 １１月２０日（水） 

【申込方法】 ウェブサイト https://www.sbic.co.jp/seminar/ からお申込みいただくか、以下の

受講申込書にある必要項目をＥメールで gyoshi-seminar@sbic.co.jp へお送りください。 

なお、本受講申込書のＦＡＸによるお申込みもできます。 

【受講票】 本セミナーに受講票はございません。当日１階にて受付願います。 

 定員（100名）を超えて申し込みがあった場合、出席いただけない方 

のみへご連絡します。 

【問合せ】 東京中小企業投資育成㈱ ビジネスサポート部 須永 

      ＴＥＬ０３―３４９９―０７５５ ／ ＦＡＸ０３―３４９９―０８１９ 

                                                                      

受 講 申 込 書 

東京中小企業投資育成（株） ビジネスサポート部 須永 行 

ＦＡＸ：０３－３４９９－０８１９ Ｅメール：gyoshi-seminar@sbic.co.jp 

１１月２１日開催「輸送改善で利益を生み出せ」 

◆貴 社 名 

                                                             

◆貴社業種 

                                                             

◆お役職／部署／お名前 （複数参加可） 

                                                          

◆ＴＥＬ／ＦＡＸ 

                      ／                         

◆Ｅ-ｍａｉｌ 

                                                 

◆弊社からの投資について(どちらかに○をお書き込み下さい。) 

     既投資先企業(   )     未投資先企業(   )  
＜情報の取り扱いについて＞  
ご記入いただきました個人情報は、参加者名簿として、またセミナーの企画・運営・実施のため使用する他、関連するア

フターサービス、必要な情報の提供及び投資育成制度に関する各種ご案内のために使用します。 
 


